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ロビンズとカルドアにおける経済理論と企業の理論
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１．はじめに―ロビンズとカルドア

　ライオネル・ロビンズ（Lionel Robbins 1898-1984）が、アリン・ヤング（Allyn Young）の
後任として、1929年にLSEの経済学教授に就任したときには、ニコラス・カルドア（Nicholas 
Kaldor 1908-1986）は、LSEの学生であった。1927年にLSEに入学したカルドアは、スミスやリ
カードといった古典派経済学の勉強をしたり、ヤングの講義を受けることで、不完全市場や収穫
逓増の議論に関心を持ったり、ロビンズによって、ヴィクセルやナイトといった限界主義経済学の
教育を受けていた。当時、マーシャル経済学における費用論争が行われていたが、カルドアは、
ヤングやロビンズを通じて、その論争に関心を持った。そして1930年にカルドアは、LSEをFirst 
Classで卒業し、２年間のResearch Studentとしての地位を得る。これは、ロビンズが当時のLSE
の学長であるベヴァリッジ（William Beveridge）を説得することによって実現したもので、ロビ
ンズがいかにカルドアに期待していたかが理解できる。
　ロビンズの有名な著作である『経済学の本質と意義』（以下『本質』と略す）1）の初版（R1932）
と第二版（R1935）の刊行は、カルドアが駆け出しの研究者としての時期にあたる。この時期の
カルドアの純粋理論に対する貢献は、均衡理論や企業の理論であり、彼は理論的にも政策的にも
オーストリア学派の議論に影響されていた。Research Studentのテーマであった「オーストリア
の経済状況」（K1932）という論文は、ほぼ全面的にオーストリア学派の考え方に依拠しているし、
さらに『ニュー・ステイツマン・アンド・ネイション』において、ケインズと貿易政策について議
論を交わしたが、そこでも自由貿易を強く支持していた（K1933）。1933年にカルドアは、LSEで
週末に行われていたロビンズ・ハイエクセミナーにおいて、「均衡に関する類別的試論」（K1934a）
という報告を行い、そこでは、ワルラス、エッジワース、マーシャルそしてオーストリア学派によ
る均衡の諸決定について整理し、均衡の存在、一意性、安定性に関する諸条件を検討した。この
報告は、均衡に至るまでの時間や調整速度を検討し、どのような条件で均衡が決定するのかとい
う均衡決定に関する解説として優れるばかりではなく、「くもの巣の定理」に関する安定性と不安
定性の条件についても議論した。こうしたカルドアの議論が、a prioriに基づくことからも理解で
きるように、1930年代初頭においては、カルドアにとってロビンズは、支配的な指導者の１人で
あった2）。しかしながら、このようにロビンズの影響を強く受けたカルドアは、ジョン・ヒックス

（John Hicks）、アバ・ラーナー（Abba Lerner）、そしてケインズ革命の助けを借りながら、ロビ
ンズの考え方から離れていく（木村 2009a, 2014）。
　カルドアは、1935年10月から一年間ほど、Rockefeller Research Fellowshipとして米国に留
学する。そこでのカルドアの研究テーマは、「市場需要の均衡問題に関する生産理論」であった。
しかしカルドアは、1934年頃から賃金の補助金に関心をもち、ロンドンのヒュー・ゲイツケル（Hugh 
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Gaitskell）、ジョーン・ロビンソン（Joan Robinson）やピエロ・スラッファ（Piero Sraffa）とい
ったケンブリッジの経済学者たちとの知的交流を行った。1935年12月にニューヨークで行われた
計量経済学会で、カルドアは、「失業対策としての賃金補助金」を発表し、それはヴァイナー（Jacob 
Viner）が編集していた『ジャーナル・オブ・ポリティカル・エコノミー』に掲載される（K1936）。
さらに留学中のカルドアは、1936年２月６日に、ケインズの『一般理論』が出版されると、それ
を手に取るやいなや、ケインズ革命に飛び込んだ。カルドアは米国から戻ると、均衡理論や資本
の理論ばかりでなく、ハロッドの動学理論、北欧学派の貨幣理論、ケインズ経済学、景気循環論
を講義した。1934年にロビンズの『大不況』（R1934a）が刊行されたことを考えるならば、ロビ
ンズとカルドアの関係に深い亀裂が生じたのはこの頃からであろう。この両者の関係は、カルドア
のポストの昇進にも影響した。カルドアは、1932年10月にAssistantとしてLSEの正式なスタッ
フに任命されていた。通常、４年後には自動的に昇進を伴うものの、カルドアとロビンズに生じた
溝のために、カルドアは1938年までLecturerの地位に昇進できなかった3）。
　こうしたロビンズとカルドアの深い溝は、戦争が始まっても改善されなかった。戦争によって、
LSEはケンブリッジに疎開するが、カルドアはケンブリッジの経済学者たちとの交流を盛んに行う。
大戦中のカルドアは、ケインズに刺激され、現実の政策問題に取り組み、応用経済学者としての
名声も高まった。戦後、LSEはロンドンに戻るが、カルドアは、ラスキ（Harold Laski）の支持も
あって、経済学のReaderになる。そうしたカルドアの仕事を評価したミュルダール（Gunnar 
Myrdal）は、1947年、当初はマーシャル・プランを管理するために設立された、ジュネーブにあ
るヨーロッパ経済委員会のDirector of Research and Planning Divisionに就任して欲しいと頼ん
だ。当時、マーシャル・プランを巡って様々な政治的陰謀があったが、カルドアは、外交官の友
達を通じて、その舞台裏の陰謀のうちのいくつかについて知り、ミュルダールに情報を流していた。
そうしたカルドアのことを知った外務省は、ヨーロッパで働くカルドアの許可を取消しするように
ロビンズに圧力を働かせた。しかしこれを行うのは難しいと分かったので、ロビンズは、休暇願を
求めたカルドアに対して牛歩戦術を用いたのである。カルドアは、こうしたロビンズやLSEの姿勢
に飽き、とうとう1947年にLSEを去るのである（木村 2009a）。
　1930年代にあたる10年間は、カルドアがロビンズの経済理論から脱却していく過程にある。も
しかつてカルドアが影響を受けたロビンズの経済理論に属する業績が、経済理論の歴史という観
点からは、経済理論に対する論理的のみならず、社会的・歴史的な反省を意味するとすれば、後
年におけるカルドアのケインズ経済学、不均衡経済学、累積的因果系列論、そして応用経済学研
究としての歩みもまた、自ら議論した主観主義的な経済理論への反省の企てであった（木村・瀬
尾 2012, 木村 2014）。
　本稿の課題は、両者を理論史・思想史の一段階における二つの類型と見た上で、両者を素材に、
1930年代のLSEで検討されていた経済理論と企業の理論を示すと同時に、カルドアがどのように
してロビンズの経済学から離れていったのかについて示すことである4）。

２．ロビンズにおける経済理論と企業の理論

2－1　経済理論
　ロビンズによって纏められた「経済学の定義」（「経済学は、諸目的と代替的用途をもつ希少な
諸手段との間の関係としての人間行動を研究する科学である（R1935, 16: 訳25）」）は、「一般均
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衡理論」としての「均衡」を示すものである。なぜならこの有名な希少性の定義は、孤立人の経
済的側面を一個人に対する欲望の配分を一致させ、目的と手段の枠組みの中で、矛盾が生じない
ように選択を行うという意味における合理的な経済人が仮定されているからである。こうした合理
的経済人の考え方を受けたロビンズの経済学の定義は、その形式性と汎用性のため、さまざまな
価値を効用関数に組み込むことが可能となり、一般均衡理論のアングロ・サクソン圏への流布と
現代新古典派経済学の方法論的基礎に貢献した。他方で、ロビンズは、ヴェーバーとメンガーの
議論に十分踏み込んだつもりであったにも関わらず、その定義は、手段と目的の成立過程を視野
の外に置くゆえの「形式主義」であることから、オーストリア学派の描く主体的・能動的な経済人
像を歪めてしまう弊害をもたらしたと批判される（Kirzner 1973）。
　このようなロビンズの経済学について、ロビンズ研究の第一人者であるオブライエン（1988）、『本
質』の監訳者であった中山伊知郎（1957）は、それぞれ次のように簡潔に説明した。オブライエ
ンによれば、ロビンズの経済学は、企業家による競争過程を重視しているものの、本質的には「均
衡」を重視した「移動均衡」で言い表され、企業家の存在が消滅している。すなわち、「ロビンズ
は明らかに競争の重要性を十分理解していた。しかしカーズナーが議論したように、ロビンズの
叙述からは企業家は見つからない」（O’Brien 1988, 95）。他方、中山によれば、ロビンズの経済
学は、シュンペーターの経済学と対比して、静学と動学の本質的な区別は存在せず、静学理論が
動学理論を理解する手段として統一的につかまれた「移動均衡」の世界である。すなわち、「ロビ
ンズの場合はこれ［シュンペーターの言う静態動態二元論］と異なる。ここにある根本理論は、
簡単に言えば希少性原理によって貫かれた一本のものである。そこには静態理論と動態理論の本
質的な区別はない。静態理論はもともと動的変動を理解する手段として統一的につかまれている。
その意味で、若し経済の全体を理解するための理論を根本理論と名づけることが出来るならば、
シュムペーターにあっての静態と動態の二つの理論にあたるものは、ロビンズにおいては一つであ
るといえる。この一つの理論的武器をもって複雑で変動的な経済現象の根本をつかむことが出来
る、こう考えるところにロビンズの力強さがある」（中山 1957, iv, ［］は著者による）。このよう
にロビンズの経済学は、静態動態二元論ではなく、企業家が消滅した「移動均衡」によって組み
立てられた「均衡経済学」であるとされる。
　ロビンズが「均衡」を重視していたことは理解できるものの、ロビンズの経済学は、企業家も
静学と動学の区別も存在しない「移動均衡」ではない。というのもロビンズは、『本質』で「我々
は均衡理論・比較静学の理論および動学的変化の理論をもつのである」（R1935, 68: 訳104）と述
べ、「動学的変化の理論」について言及したり5）、『大不況』（R1934b）で社会主義経済計算論争（以
下、計算論争と略す）の文脈で企業家の役割や市場の動態性について強く言及しているからであ
る6）。したがって、ロビンズの経済学はある種の動学的性格をもつのではないかと推測できる。ロ
ビンズは動学的考察について次のように述べている。

いっそう動学的な考察に移ろう。利潤の理論――この言葉を最近の理論で用いられるようにな
ったいささか限定された意味に使って――は、本質的には、希少な財と希少な要素の将来の
取得可能性についての不確実性の影響に関する分析である。我々は、自分の欲するものが希
少であるのみならず、それが必ず存在するということが疑問と推測の問題であるような世界
に住んでいる。将来のための計画を立てるにあたって我々は、確実なことの間の選択ではなく、
むしろある範囲にわたる推測された確率の間の選択をしなければならない。この範囲自体の
性質が変化するかもしれないということ、したがって、単に推測された確率自体の間の不確
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実さについての相対的価値判断が生じなければならないばかりでなく、同様に比較される、
不確実さの種々の範囲についての相対的価値判断も生じなければならない、ということは明
らかなことである。このような諸概念から経済動学の理論の最も複雑な命題の多くのものが
演繹されるのである。（R1935, 77-78: 訳118-9, 下線は著者による）

　上述の内容は次のように纏められる。すなわち、偶然・予測・不確実性といった予知できない
変化において、企業家の利潤追求の行動は、「疑問と推測」という選択をする際につきまとう各人
固有の意思決定や判断力に左右される。したがって動学的考察において企業家は、矛盾が生じな
いように選択を行うという意味における合理的な経済人ではなく、不確実性に対処する能力によ
って選択行為を行う、と7）。
　しかしこのようなロビンズの動学的側面の方法論的指摘を見るばかりでは、彼の企業家として
の積極的な役割を理解することは困難であろう。ロビンズの考える企業家は、経済理論において
どのような役割を果たすのであろうか。先にも触れたように企業家が現れるロビンズの議論は、計
算論争における市場社会主義者達への批判であろう。
　ロビンズは、『大不況』における「計画社会の中心的諸問題」（R1934b, 148-155）において、
ミーゼスやハイエクと共に、計算論争に参加した。ロビンズの主張は、ミーゼスの議論に言及し
つつ、数学的・競争的解決を理論の中心に据える市場社会主義に対する批判であった。ロビンズ
が批判した市場社会主義は、消費者には貨幣が与えられ、彼らが利用する様々な消費財に対し競
争する自由がある一方、中央集権による生産手段の共同所有を考え、計画局がこれらの市場選好
が満たされるように生産資源を効率的に分配する経済体制を指す（R1934b, 150）。しかしロビン
ズは、計画局が計画の必要性を描くことと実行することは別の次元であると主張した。すなわち「紙
の上ならば、この問題は一連の数学的計算によって解決されると考えることができる。（中略）し
かし、実際には、この解決法は全く実行不可能である。それは、何百万もの方程式の作成を必要
とするだろうが、その方程式の作成のためには何百万もの統計表が必要であり、さらにその統計
表のためには何百万以上もの個々の計算が必要である。方程式の基礎にあった情報が古臭くなっ
ているだろうから、方程式は新しく計算し直す必要があるだろう」（R1934b, 151）。こうしてロビ
ンズは、計画局が生産要素の相対的効率の推計を試みることは現実的に不可能であると述べる。
それでは市場価格はどのようにして決定されるのかと言うと、ロビンズは、企業家が意志決定に
おいて、価格と費用の予想を比較する損益計算を行うので、企業家達による資源を求める競争に
よって生まれる対抗的圧力の数、企業家の市場の知識に基づくことから得られると考える。ロビン
ズは次のように言う。「企業家の価格の期待は、市場に関する知識に左右され、技術的情報に基づ
く費用の期待は、生産の様々な要素のための価格の知識と関連する。しかし様々な企業家の競争
的入札の結果、もたらされた様々な生産諸要素の価格は、様々な生産物の生産へ与えた価値を反
映する傾向にある。それゆえ、もし費用がいかなる生産ラインにおいて価格よりも低ければ、消費
者選好の観点から、そのラインにおける生産の追加が他のラインよりも望ましいことが指摘される」

（R1934b, 152）。したがって企業家が合理的な生産の評価を行うには、私的所有者間の生産要素
における自由な競争市場が必要となる。
　これがロビンズの計算論争における社会主義批判の骨子である。ここでのロビンズの市場社会
主義に対する批判の是非はさておくとしても、その中で用いられているロビンズの経済理論は、注
目すべき議論であろう。というのもその議論において、企業家の役割による市場の動態的性格が
強く打ち出されているからである。これは、カーズナーが議論する「動態的―企業家的競争」に
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他ならないのではないだろうか。「価格競争のプロセスは、新商品、新技術、新しい組織形態によ
ってあらわされる競争と同じく、企業家的であり、動態的である」（Kirzner 1973, 129: 訳128）。
したがってロビンズは、企業家が局所的知識、人間知性の限界及び現実世界における不確実性や
企業家の役割を重視し、市場を動態的な発見的競争過程であることに注視していた。
　このようにロビンズの企業家や動態的な市場過程論を重視するならば、彼の経済学が企業家の
存在しない「移動均衡」であったと考えるのは一面的である。もちろんロビンズが、「我々は変化
の法則を理解するために『静止』の法則を研究するのである」（R1935、103: 訳155）と述べ、「静
学」における「均衡経済学」を「第一次接近」と考え、「均衡」の世界を重視していたのは事実で
ある8）。しかしロビンズの経済理論において、企業家や動態的な市場過程論が重要な位置を占めて
いたことをみるならば、もう一面としての「動学的変化の理論」も積極的な役割を担っていると考
えても良い。すなわちロビンズの経済理論は、「均衡」に重点があるものの、企業家が存在し、静
学と動学の二つの面をもつのである。

2－2　企業の理論
　マーシャル理論をめぐって1920年代に展開された論争は、「費用論争」と呼ばれ、クラパム、
ピグー、ロバートソン、スラッファ、ヤング、ロビンズ、ショーブらが参加した。この論争ではと
りわけ、スラッファの「競争的条件のもとにおける収益の諸法則」（Sraffa 1926）が鍵を握るが、
ロビンズが1928年に発表した「代表的企業」（R1928）も重要な位置を担っている。というのも、
ロビンズがマーシャルの「代表的企業」の考え方を鋭く批判したことで、「収穫逓増と代表的企業」
といった問題の焦点を持つようになったからである9）。マーシャルの「代表的企業」が企業の理論
において中心的な概念であったことを考えるならば、その論文におけるロビンズの議論は、単なる

「代表的企業」の概念上の批判ばかりではなく、ロビンズの企業の理論が隠されている。このことは、
ロビンズが1934年に発表した「費用理論に関する幾つかの側面に関する覚え書き」（R1934a）で
も見ることができる。そこでのロビンズは、「費用論争」を発展的に解釈して、当時「費用論争」
の一つの解決として登場した不完全競争を取りあげたり、アリン・ヤングの収穫逓増論を取りあ
げたりして、大いに啓発的な意見を出したからである10）。そこで上記の二つの文献を頼りに、マ
ーシャルの理論を引き合いに出して、ロビンズの企業の理論を捉えていく。議論の都合上、（a）「個
別企業」対「代表的企業」、（b）収穫逓増、の２点に分ける。

（a）「個別企業」対「代表的企業」
　マーシャルは、産業全体の経済と個別企業の経済を区別しながら、産業を構成する様々な企業
は成長・停滞・凋落を繰り返している（「ライフ・サイクル」）と捉えた。それは19世紀の市場は、
規模のよく似た多数の企業群――個人・合名・合資会社に代表される古典的企業形態――によっ
て産業が構成されていたからである。そこでマーシャルは、長期均衡（定常状態）を企業レベル
でなく産業レベルで捉えることが重要であると考え、それらを整合的に把握するために「代表的
企業」の概念を登場させた。それゆえ「代表的企業」は、外部経済と内部経済を正常に達成でき、
産業の供給の主体としての平均的な企業と定義され、マーシャルの長期均衡分析において、正常
利潤および長期正常価格の概念とともに、論理的な統一体を構成する重要な概念である11）。
　しかしロビンズによれば、このような「代表的企業」は、不必要な概念であるとされる。という
のは現実の市場を見れば、産業内の個別企業は異質な生産要素や様々な生産能力をもつはずであ
り、とりたてて、産業全体の一つの最適規模としての「代表的企業」を仮定しても、意味をなさ
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ないからである。ロビンズは次のように述べる。「私たちは、代表的土地、代表的機械、代表的労
働者を仮定しないのと同様に、代表的企業もしくは代表的生産者を仮定する必要はない」（R1928, 
21）。
　このロビンズの批判は、つまるところ、産業レベルではなく企業レベルで捉えることを示唆して
おり、個別企業を出発点とする一般均衡理論の枠組みの中での思考様式から得られるものである。
ロビンズは次のように言う。「代表的企業の考えは、静態の仮定に対して、均衡の仮定と比べるほど、
本質的ではない。もし需要が変化せず、技術も変化せず、生産のあらゆる要素の供給が同じ領域
のままであるならば、『そしてそもそも私たちが経済均衡を信じるならば、様々な産業における平
均的な企業の規模が同じであることを付け加えることは全く不必要である』」（R1928, 23）。
　このロビンズの批判をマーシャル解釈の一つとして見るならば、それはショーブ（G. F. Shove）
の言うように明らかに誤りであろう（Shove 1930）。なぜならば、先に述べたように、マーシャル
は個々の企業の「ライフ・サイクル」を展開して、個別企業の才量や資力を軽視していたわけで
はないからだ。しかしこのロビンズ批判を、1920年代のイギリスで株式市場が一般化していると
いう現実の市場状況とあわせてみるならば、それは大きな説得力をもつ議論である。というのもロ
ビンズが批判した当時の市場状況は、19世紀のように規模のよく似た多数の企業群（「代表的企業」）
によって構成されるのではなく、はなはだしい規模の格差を伴う少数の個別企業によって構成さ
れるものに、変化していく過程にあったからだ。したがって個別企業の規模の拡大や縮小、規模
の経済性や収穫逓増といった1920年代の歴史的制約を見るならば、ロビンズの「代表的企業」の
批判について説得力がある。
　このようなロビンズの批判は、マーシャルが重視する「外部経済」についても及ぶ。マーシャ
ルは、「収穫逓増下における完全競争の謎」についての一つの答えとして、外部経済の重要性から
の解決を試みた。すなわち「おのおのの企業が自ら配慮すべき内部経済は、産業環境の全般的な
進歩から生ずる外部経済に比較すると、しばしば軽微であり、また企業の位置は、外部経済を利
用できる範囲を決める上で、ほとんどつねに重要な役割を担っている」（Marshall 1920, 441: 訳
167）。マーシャルの議論において、外部経済と内部経済を正常に享受し、産業の供給の主体とし
ての企業が「代表的企業」であったことを考えるならば、その謎の答えを外部経済の重要性に帰
するのは当然である。しかしロビンズは、マーシャルの主張するように外部経済の存在は重要な
位置を占めると認めつつも、内部経済についての議論が曖昧であると批判する。すなわち「もし我々
が外部経済という用語を、産業全体の内だけに存在するある特定の企業に対する外部経済に制限
しようとするならば――ここで私は次のようなことを申し上げておく。その概念の範囲を超えてそ
の用語のいかなる拡大解釈をすることはこの文脈においては不適切である、というのもそれは、現
実には多くの変数の関数であるにも関わらず、一変数の関数であると仮定しているからである――、
我々は間違いなく次のようなことを認識する必要がある。すなわち、いかなる個別企業に対しても
内部経済と外部経済が存在することは、部分的に少なくとも経営の能力や機会の問題であるとい
うことなのだ。ある個別企業にとって内部経済であることは、他の企業にとって外部経済であろう。
そしていかなる場合においても間違いなく明らかなのは、それらの性質がどのようなものであって
も、内部経済はマネジメントの性質により変化するであろう、ということである」（R1928, 25-26, 
下線は著者による）。したがってロビンズは、外部経済としての産業全体の成長よりも、内部経済
としての個別企業の才量や資力に重点があった。
　要約しよう。ロビンズの企業の理論は、個別企業を出発点とするという意味での「一般均衡理論」
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の枠組みの中にあった。しかしロビンズは、個別企業の才量・資力（経営者の能力）を重視して
いたことからわかるように、決してワルラスの意味における内部組織の存在しない「点」としての
企業像を考えていたわけではない。したがってロビンズの企業の理論は、主体的・能動的な個別
企業が存在し、かつ一般均衡理論に基づいていたと言える12）。「我々は一つの最適な規模が存在す
るのではなく、様々な種類の結合が存在するのと同じように、多くの最適規模が存在することを認
識しなければならない」（R1928, 30）。

（b）収穫逓増
　ロビンズは、1933年ウィーンの国民経済学会で報告した「費用理論に関する幾つかの側面に関
する覚え書き」（R1934a）で、「費用論争」の発展的解釈の一つとして収穫逓増について言及した。
ロビンズは、当時出現しつつあった不完全競争においては、個別企業の主体性・能動性が検討さ
れていない点から、マーシャルの問題を解決させる議論ではないとし、ヤングの有名な論文「収
穫逓増と経済進歩」（Young 1928）を取りあげた（R1934a, 143）。ヤングの学説は、部分均衡を
放棄し、マーシャルの外部経済を収穫逓増の基本的事実とし、連関的産業構造を前提とした動学
的な収穫逓増論の再建を示し、分業というスミス以来の旧い学説が市場の拡大を展開する。しか
しロビンズは、そのようなヤングの収穫逓増の議論を取りあげながらも、収穫逓増が生じる根拠を、
内部経済から説明した。「ここで考えられている費用逓減は、本質的に垂直的な分業の――つまり
産業の非統合としての――産物である」（R1934a, 146）。そのロビンズの示す内容を整理すれば次
の通りである。すなわち、現実の市場を見るならば、個別企業の内に存在するある種の技術的理由、
つまり生産における不可分性――機械、輸送手段、経営者――が存在するために、分業における市
場の拡大は早急には起こらないだろう13）。それゆえ、収穫逓増は、生産における不可分的な経済
主体の存在によって排除されてきた潜在的な生産手法を進歩的に利用することから、生じる。そ
れが「迂回生産」の利益である、と14）。こうしてロビンズは、「費用論争」の発展的解釈の一つで
あった「収穫逓増」の問題を、個々の企業の競争プロセスを重視する立場から、読み解くことを
試みた15）。

３．カルドアにおけるロビンズ理論の受容

3－1　主観主義と均衡決定に関する類別的試論
　カルドアの議論の中で、ロビンズの経済学の枠組みで議論した論文が示されるのは、1934年以
降である。1934年に、カルドアは、「均衡の類別的試論」（K1934a）、「企業の均衡」（K1934b）、「ロ
ビンソン夫人の『不完全競争の経済学』」（K1934c）、1935年に「市場の不完全性と過剰能力」

（K1935）を示すが、これらはいずれもロビンズの経済学に強く影響を受けている。というのも、
それらの議論では、a prioriが仮定され、個別企業の「調整能力」の不確定性や「主観的需要曲線」
といった「主観主義」を重視するからである。カルドアがロビンズから影響を受けた記述を示す
一例を見るならば、カルドアは次のように述べる。

静学の仮定は均衡を「決定」させる必要条件に他ならない。つまりその条件の下で私たちは
経済現象の実際の運行を科学的に正確に記述できる。いったんこれらの仮定が、演繹的な思
索が続けられなければならない範囲内として、特殊化され、一般的な容認を得られたならば、
連続的に発見される、出来事の運行を形成する役割を担う新しい諸要素は、「不確定性（inde-
terminateness）の原因」として記述される可能性がある。というのも人間の心は、受け入れ
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られた枠組みのそれ自体を変更すると言うよりはむしろ、その枠組みの内に到達する結論を
変更することがより容易であることを知っているからである。それゆえこのことは、「不確定性」
の新しい原因が発見されると言われる時はいつでも、決定する諸力の新しい組が発見される
と言うことの単なる別の言い方に過ぎない。すなわち、もし一般化として存在している主要部
分が有効であるものとして認められるべきものであれば、決定する諸力のもつ行動と振る舞
いがこれまで画一性に還元されてこなかったものであったので、その影響は存在しないと仮
定されなければならなかった。しかしいったんこれらの追加的な諸力の存在が仮定の大部分
に埋めこまれたら、「不確定性」は消滅し（それは仮定によって隠された）、純粋理論の「抽
象性」は一歩前進するのである。こうした手続きこそが、明らかに科学的分析の主要な基準
と一致する。というのもそれは、もしも現象の因果的連鎖を研究することで複雑な相互関係
を類別化することを目的とすれば、取るべき唯一の可能な手続きだからである。（K1934a, 
13-14）

　カルドアがロビンズの経済学をどのように受容したのかについて考察するためには、ロビンズ・
ハイエクセミナーで議論されたという「均衡の類別的試論」（K1934a）を取りあげることが重要
である。
　カルドアは、均衡の決定に関する類別的な試論を、〈1〉時間変化における均衡の存在、一意性、
安定性、〈2〉複数均衡と収穫逓増、〈3〉「調整速度」に関するくもの巣理論、の３点から議論した。
それらを順に検討していくための手続きとして、【図】を示す。この図は、カルドアによる脚注の
図（K1934a, 18）に、若干手を加えたものである。

　図の説明をしよう。縦軸に価格を取り、横軸に時間を取ることで、均衡に至る過程を示すこと
ができる。Ａは、ありとあらゆる時点において均衡が成立しているケース、Ｂは、均衡が決定する
まで、価格が実際にたどる通路を示す過程で、均衡は最終的には決定するものの、直ぐには到達
しないケース、Ｃは、不確定性が存在するもののやがて均衡に至るケース、Ｄは、均衡点に至ら
ない不確定性のケース、Ｅは一定の繰り返しの状況で均衡に到達しないケース（点線）、さらに複
数のＡのラインを書き、Ａ、Ａ’、Ａ’’とすれば、複数均衡のケースとなる。

〈Ⅰ〉時間変化における均衡の存在、一意性、安定性
　カルドアは、時間変化における均衡の存在、一意性、安定性について、（a）静学均衡の決定に
おいて用いられる仮定、（b）均衡の位置が実際にたどる通路から独立している場合、の二つに分け、

【図】均衡決定に関する類別的試論
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それぞれ、α）ロビンソン・クルーソーの例、β）閉鎖経済における価格システムの例、を用いて
議論した。それぞれ説明しよう。
　（a）のαは、孤立人としてのロビンソン・クルーソーを想定する。（a）の仮定から、クルーソー
は、経済活動を行う前から完全な経験16）を所有するので、即時に均衡点に向かう。図で言えば、
Ａに該当する。一方、（a）のβは、閉鎖経済における買い手と売り手が、完全知識をもつ場合の
交換取引市場を想定する。この場合、（1）買い手と売り手は、オークショナーが価格を叫ぶと同
時に取引を行い、均衡に到達するという「ワルラス的市場」、（2）買い手と売り手が存在し、売り
手は買い手と再契約でき、暫定的契約を行いつつ、均衡に到達するという「エッジワース的市場」、
の二つの場合が検討できる。これら（1）（2）は、試行錯誤の過程が存在するものの、最終的には
均衡へ到達するという同じ結論をもたらす17）。図で言えば、Ｂに該当する（K1934a, 18-20）。
　（b）のαは、（a）のαと同じようにクルーソーを想定しつつも、この場合、経済活動を開始す
るクルーソーは経験をもたず、非合理的に振舞うと仮定できる。しかしクル－ソ－は、経験の段階
的な蓄積の中で、偶然にも所与のデーターに一致することで、一つの均衡に至るのである。図で
言えば、Ｃに該当する。一方、（b）のβは、閉鎖経済における各個人を想定しつつも、彼らの行
動が、蓄積された経験を除いては、以前の期間の行動に全く影響を受けないと仮定される。この
場合、たとえ各個人が経験の段階的な蓄積により全ての個人が均衡へ向かうとしても、市場全体
としては必ずしも継続的均衡に向かう傾向を示すことはできない。しかし、各個人の蓄積された
経験が、所与のデ－タ－ばかりではなく嗜好と障碍にも関連するようになれば、徐々に市場全体
としても均衡価格に向かう傾向をもつ。図で言えば、Ｃに該当する（K1934a, 20-23）。

〈Ⅱ〉複数均衡と収穫逓増
　カルドアは、複数均衡について、（1）需要曲線と供給曲線が正常な形状にならない場合、（2）
無差別曲線と生産可能性曲線が正常な形状にならない場合18）、に分類し、それぞれ検討する。（1）
は、ａ）需要曲線がある点からある点まで下向きへ後屈的に折れ曲がる「後屈的需要曲線」の場合、
ｂ）供給曲線がある点からある点まで上向きへ後屈的になる「後屈的供給曲線」の場合、（2）は、ａ）
無差別曲線が「終始」原点に対して凹であるか、生産可能性曲線が「終始」原点に対して凸であ
る場合、ｂ）無差別曲線や生産可能性曲線が凹凸の形状を成している場合、にそれぞれ分類できる。
　（1）のａに関して、「後屈的需要曲線」が供給曲線と一つ以上、もしくは少なくとも三つの点で
交差する可能性が指摘される。しかし「後屈的需要曲線」は、希なケースで起こるのみなので、
例外的状況として見なすべきである。図で言えば、Ａ、Ａ’、Ａ’’に該当する。一方、（1）のｂに関
して、「後屈的供給曲線」が需要曲線と一つ以上、少なくとも三つの点で交差する可能性が指摘さ
れる。資源の所有者が自らの資源を利用する場合、そのような資源の供給曲線はある点で後屈的
となり、需要曲線と複数点で交差する。図で言えば、Ａ、Ａ’、Ａ’’に該当する（K1934a, 24-5）。
　（2）のａに関して、無差別曲線が「終始」原点に対して凹であるか、あるいは生産可能性曲線
が「終始」原点に対して凸であるから、これらの曲線の接線によって均衡点が得られる。無差別
曲線が「終始」原点に対して凹であり、生産可能性曲線が「終始」原点に対して凸である場合は、
接線によって均衡点が得られる19）。この場合は、すぐに均衡が到達するケースに相当する。図で
言えばＡ、Ａ’、Ａ’’のどれかに該当する。一方、（2）のｂに関して、生産可能性曲線が凹凸の形
状であり多くの頂点を持つ。それゆえこの場合は様々な均衡点が徐々に到達するから、複数均衡
となる。この状況における複数均衡は、「収穫逓増」の状態があるときはいつでも存在し、最終的
には「不確定」となる20）。図で言えば、Ｄに該当する（K1934a, 23-27）。
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〈Ⅲ〉「調整速度」に関するくもの巣理論
　カルドアは、シュルツとリッチの考案による、数量と価格変化のタイム・ラグを扱った「くもの
巣の定理」に関する安定性と不安定性を検証した。この理論は、調整が続く過程における均衡か
ら均衡へ至る振幅を示し、需要曲線と供給曲線の傾きによって安定性と不安定性が決定する。「く
もの巣の定理」についてはよく知られているが、その条件を示せば次のようになる。すなわち、（a）
需要曲線が供給曲線に対して弾力的であれば、くもの巣は収縮し、安定する、（b）供給曲線が需
要曲線に対して弾力的であれば、くもの巣は拡大し、不安定となる、（c）需要曲線と供給曲線が
同じであれば、変動は一定の範囲となるであろう（K1934a, 31）。図で言えば、（a）のケースはＢ、

（b）のケースはＤ、（c）のケースはＥに該当する。
　カルドアは、この「くもの巣の定理」に関して、需要と供給の「相対的な調整速度」が存在す
るという点に着目し、市場価格と数量に関しての変動を生ずる量的調整が不連続である「副期間

（sub-period）」を考察し、それを「一日」という最も短い時間概念で置き換えた。このような「一
日」という時間を考慮する場合には、調整が進むにつれ、需要曲線および供給曲線の弾力性が変
化する。「これらの曲線の弾力性は長期曲線の弾力性ではなく、調整速度の弾力性に左右されるだ
ろう。単位速度がいっそう大きくなる要素は、より弾力的な曲線をもつであろう」（K1934a, 32）。
したがって、（1）需要曲線の調整速度が供給曲線の調整速度よりも大きければ、均衡が決定する、

（2）需要曲線の調整速度が供給曲線の調整速度よりも小さければ、不均衡である、となる（K1934a、
32）。図で言えば、（1）はＢに、（2）はＤに該当する（K1934a, 27-32）。
　〈1〉〈2〉〈3〉という整理を通じて、カルドアがロビンズの経済理論をどのように受容している
と言えるだろうか。まず〈1〉で見たようにカルドアが、完全知識を持つ場合（完全合理性）と経
験や偶然性に左右される場合（非合理性）を考えたことをみるならば、カルドアが合理的な選択
を想定するばかりでなくある種の主観を考えていた。これは、前節で見たロビンズの議論の枠組
みと対照させるならば、静学均衡と動学的変化の理論に相当するはずである。次に〈2〉で見たよ
うにカルドアが、需要曲線や供給曲線、無差別曲線や等生産量曲線が、通常の形状をなさないケ
ースを考えていたことを見るならば、カルドアが限界効用逓減の法則や限界生産性逓減の法則の
枠組みをこえた仮定（主観主義や収穫逓増）を設定していた。とくにその中でもカルドアが、生
産要素に関する「不可分性の定理」が「収穫逓増」となることを示していることは、前節で見た
ようなロビンズの不可分性に関する議論と共通性を見ることができる。最後に〈3〉で見たように
カルドアは、「一日」という時間概念を「くもの巣の定理」に導入することで、需要曲線と供給曲
線が相互に反応していくケースを考えていたことを見るならば、カルドアが市場の調整過程のも
つ継続的な性質を示した。したがってカルドアは、ロビンズが考えた市場過程論の世界と共通性
をもち、ロビンズの経済理論を受容していた21）。

3－2　カルドアにおける企業の理論
　ここではカルドアがロビンズの企業の理論をどういう点で受容しているのかについてのみ議論
する22）。議論の都合上、（a）長期費用曲線と調整能力の不確定性、（b）不完全競争・独占的競争
と主観的需要曲線、（c）参入の自由と製品差別化の両立性、（d）厚生的帰結の否定、という4つに
分けて、説明しよう。

（a）長期費用曲線と調整能力の不確定性
　カルドアは「企業の均衡」（K1934b）においてマーシャルの長期費用曲線を批判して、企業の



‒ 121 ‒

規模の不確定性を主張した。カルドアの主張を纏めると次のようである。――マーシャルにおいて、
長期費用曲線は完全競争とともに個別企業の一定の費用関数が仮定されている（K1934b, 34-5）。
マーシャルの言うＵ字型の長期費用曲線が示されるためには、企業の「調整能力」が固定されな
ければならない。しかし動学的な世界をみるならば、「調整能力」は固定要素ではなく、「本質的
に動的な機能」（K1934b, 45）であり、「均衡ではなく不均衡の特徴である」（ibid., 45）。したが
って、企業の規模は不確定であることが示される23）、と。

（b）不完全競争・独占的競争と主観的需要曲線
　（a）で見たようなカルドアの企業の動態的性格は、当時費用論争の一つの解決であった不完全
競争論や独占的競争論の批判につながる。カルドアは、「ロビンソン夫人の不完全競争」（K1934c）
という書評論文で、「主観的需要曲線」という概念を考案して、ロビンソン夫人の不完全競争論を
批判した。さらに「市場の不完全性と過剰能力」（K1935）においてカルドアは、ロビンソン夫人
よりもチェンバレンの議論を、一企業の主体性という視点から製品差別化や他企業の戦略を考え
る点で評価しつつも、チェンバレンの独占的競争論を批判した。そこでのカルドアの主な批判は
次の点である。すなわち、特定の生産者にもたらされる価格と生産量の関数関係は、企業家の心
に存在する「想像上の何か」と関連するはずである。これを「主観的需要曲線」と呼ぶならば、
市場需要曲線よりも多かれ少なかれ弾力的かつ不連続的な曲線となる24）。もし企業が完全知識を
もつならば、「市場需要曲線」と「主観的需要曲線」は一致するであろう。ロビンソン夫人やチェ
ンバレンの議論においてこうした違いが排除されるのは、「完全知識」という仮定がおかれている
からである、と。

（c）参入の自由と製品差別化の両立性
「市場の不完全性と過剰能力」（K1935）という論文で、カルドアが示そうと試みたことは、参入
の自由を認めた上で、完全可分性と不可分性のケースに分類したらどのような状況になるのか、
ということであった25）。完全可分性のケースは、収穫一定（平均費用が一定）であれば、参入の
自由が単に完全競争の状態になり、収穫一定でなければ、参入の自由が新規参入を阻止するよう
に費用を上昇させる。それゆえ、企業は損益分岐点の近くで活動するであろう。不可分性のケー
スは、規模の経済性が存在するので、新規参入による規模の最小化は、各製品の需要を縮小する
可能性が生じて、需要曲線が費用曲線以下に位置し、全ての企業が損失に関わることが予想される。
それゆえ、参入の自由は需要曲線と平均費用曲線を必ずしも一致させない。こうしてカルドアは、
二つのケースを示して、参入の自由と製品差別化の両立性の姿勢を擁護した26）。

（d）厚生的結論の否定
　カルドアは、自ら展開した企業の理論やチェンバレンの分析では、どのような福祉的な結論を
導き出すことも不可能であることを認めた。

経済学的厚生に対する過剰能力の発生の影響に関しての上記の分析［チェンバレンやカルド
アの企業の理論］から、いかなる一般的な結論も導くことは非常にむずかしい――どんなに恣
意的な方法でこの概念を定義しようとも。もし国民分配分の貨幣価値がその基準（ある与え
られた価格水準に基づいて計算された）としてなされる場合、それはもちろん、いくつかの
領域において、強制的な「標準化」、カルテル協定、参入の制限、あるいは生産者に「規模の
経済」をより十分認識できるいかなる類似した手段によって、実際かなり増大されうるだろう。
しかしながらこの事実を認識することは、そのような手段を擁護することを未だ全く保証して
いない。そのような独占化のプロセスが必然的に含んでいる分配に対する悪い影響（および
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雇用上の賃金硬直性がある世界で）とは別に、人々は、最終的に、より少ない商品をより大
量に提供されるでしょう。そして私たちは、どれくらい人々は多様性より量を好むのか、ある
いはその逆なのか、についてなにも言うことはできない。（K1935, 79-80, ［］は著者による）

　これはロビンズが『本質』の第六章で、ピグーの所得分配を批判したことを見るならば、ロビ
ンズの議論のカルドアへの影響を理解することができる。このように（a）（b）（c）（d）を見るな
らば、カルドアは、企業の動態的性格・参入の自由・自由競争・厚生的結論の否定、を認めており、
ロビンズの体系に属していた27）。

４．カルドアにおけるロビンズ理論の反省を求めて

　ロビンズは、「経済学の定義」に代表されるような方法論的な貢献ばかりにあるのではなく、「均
衡理論・比較静学の理論および動学的変化の理論」としての経済理論をもち、その上に企業の理
論が存在していた。そして1930年代の初頭においてのカルドアは、ロビンズの議論の影響下にあり、
その枠組みの中で、経済理論や企業の理論を展開してきた。しかしカルドアはロビンズの経済学
から離れていくことになるが、それはなぜなのであろうか。
　ケインズは『一般理論』において、ロビンズを次のように評した。「ロビンズ教授は、ほとんど
ただ１人、整合的な思想体系を維持し続け、彼の実際的な勧告も彼の理論と同じ体系に属してい
るが、これが彼が異彩を放っている点である」（Keynes 1973, 20: 訳21）。これは、経済諮問会議
において、ロビンズが主張した実際的な政策勧告（公共投資反対、自由貿易支持）が、ハイエク
やミーゼスといったオーストリア学派の理論から導かれており、ロビンズの経済理論と政策勧告に
論理的首尾一貫性が認められたからである。他方、カルドアについても、本稿の前半で議論した
ようにロビンズの経済理論と企業の理論を受容し、1933年ころまでは自由貿易政策を主張してい
た（Thirlwall 1987, 23-24）。したがって、その時点でのカルドアも、ロビンズと同じ理論・政策
体系に属していた。けれどもカルドアはある時点からロビンズの経済学の限界を認識していくよう
になり、そこから離れていく。そうしたカルドアの姿勢の中に、ロビンズの経済理論や企業の理論
に対する反省やカルドア自身の経済社会に対する見方を見ることができる28）。この課題に答える
ために、ロビンズとカルドアが直接関連しあう議論を中心に取りあげる。もちろん1936年以降の
カルドアが、ハイエクの資本理論の批判を展開したり、ケインズの『一般理論』に関する諸論文
を書いたりしたことが、ロビンズの経済学から離れていくきっかけや過程にあることは言うまでも
ない（木村 2006, 2014）。しかし、ロビンズとカルドアという二人を題材として、カルドアがど
のようにしてロビンズの経済理論と企業の理論の反省を持ったのかということを探るには、前半で
議論した経済理論と企業の理論を、カルドアがどのように認識し、そこから離れ、そしてどのよう
に処理していったのかという点が課題となる29）。

５．カルドアのロビンズ理論に対する反省過程

5－1　主観主義とレッセ・フェールの限界と政策介入の必要性の認識
　ロビンズは、「費用理論に関する覚え書き」（R1934a）で、「費用の問題が適切に理解されるな
らば、経済変動理論とともに扱われる必要がある」（ibid., 149）と述べた。ロビンズのいう「費用
の問題」は、ロビンズの「主観主義」が『大不況』（R1934b）における景気変動理論と関連して
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いる。したがって、ロビンズの『大不況』における「レッセ・フェール」30）についても、「主観主義」
アプローチから導かれている。そこで、カルドアのロビンズ理論に対する反省過程を見るには、ロ
ビンズの考える経済変動理論とレッセ・フェールの関係について考察する。
　ハーバラーによれば、ロビンズは貨幣的過剰投資説の一人として捉えられる（Haberler 1958, 
32: 訳、30）。ロビンズの貨幣的過剰投資説は、「消費と景気循環」（R1932b）における議論を拡
張し、『大不況』（R1934b）において展開されている。ロビンズは、オーストリア学派の資本理論
の特徴である低次財から高次財へつながる生産構造を、所得財部門と資本財部門の二つにわけ、
迂回生産によって捉えた。すなわち「資本設備が導入され、それが利用されれば利用されるほど、
即ち消費との距離が遠のけば遠のくほど、利子率の変化により、その価値はいっそう増える結果と
なるのである。他方、それが短期化すればするほど、即ち消費からの距離が近くなればなるほど、
その価値はいっそう減るのである」（ibid., 37）。ここでロビンズは、利子率と生産構造の関係につ
いて言及して、中央銀行の公定歩合操作を伴う信用拡大が貨幣供給の拡大と収縮をもたらすこと
で、生産構造の迂回度に影響を及ぼすと述べる。すなわち「通常時における貨幣供給の拡大と収
縮は、印刷機や政府の法令ではなく、銀行を介する信用拡大によるものである。中央銀行の公定
歩合は貨幣供給の中心的な調整する役割を担っている。このことは、私たちが経験してきたケー
スとは急激に異なっている新しい貨幣の普及様式を含むのである――それは生産の性質と方向に
重要な影響をもつ普及方法である」（ibid., 35-6）。ロビンズによれば、信用拡大が生じるのは、中
央銀行の人為的な貨幣利子率の低下による強制貯蓄、あるいは自発的貯蓄といった貨幣的側面に
ある一方、他方で金の流入による貨幣利子率の低下、市場の開拓によってもたらされる自然利子
率の上昇による実物的側面にあり、どちらの場合も貨幣利子率が自然利子率よりも低くなることに
よる。したがって信用拡大に伴うブーム期に生ずる企業家や経営者による生産諸部門への資源の
誤った配分が露呈されるやいなや、ブームは止まる。すなわち「いったん費用が増大し始めると、
企業は事態が悪化しないように信用の増加時において資金提供の継続的融資の増大を要求する。
しかしそのこと自体は、我々は戦後の大きなインフレーションにおいて実感してきたように、つい
にはパニックを生む。遅かれ早かれ、投資における初期の過ちが発見される。そしてその時、流
動性に対する逆のラッシュが始まる。株式取引は崩壊する。新規発行の停止が存在する。資本財
を生産する産業の生産は落ち込む。そしてブームは、ついに終わる」（ibid., 41-42）。こうした議
論から、クラッシュを避けるためになるべく中央銀行は貨幣利子率と自然利子率が一致するように
貨幣の供給量を制御する必要が生じよう。しかし、それは貨幣的側面ばかりでなく実物的側面か
らも影響を受けるために、国家による管理通貨政策では対処できない。したがってロビンズは、
中央銀行の政策は、国際金本位制に依拠した「ゲ－ムのル－ル」に従うことが望ましいとし、保
護貿易や公共投資に反対したのである（木村 2004a, 2009b, 2014）。
　このようなロビンズのレッセ・フェールに属する政策勧告は、ミーゼスやハイエクといったオー
ストリア学派の理論に属するばかりでなく、先述したa prioriに依拠した経済理論や企業の理論と
も整合的に一致するであろう。なぜならば、こうしたロビンズのレッセ・フェールは、ある種の計
画経済に対して、個人の選択の自由や個別企業の自由な経済活動を擁護しているからである。し
たがってロビンズの経済変動理論がレッセ・フェールと強く関連している。
　それでは、カルドアはこうしたロビンズ理論に対してどのような疑問を持ったのだろうか。
1933年までのカルドアはロビンズの影響下にあった。それゆえカルドアの反省過程を議論するた
めにまず、カルドアがロビンズの思考体系にどのように属していたのか、という点についての内容
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的な整理が必要だろう。1933年までのカルドアの理論面と政策面について、それぞれ見てみよう。
　先述したロビンズの議論を想起させるカルドアの議論は、「均衡決定に関する類別的試論」

（R1934a）において、なされている。すなわち、「不完全な予見の存在は、一方で、期待が間違っ
た方向に向かうならば、それが不安定性を選んでその状況を変化させるであろうが、他方で、価
格変化の期待が正しい方向に（価格が実際に変動する方向に）向かう限りにおいては安定性を選
んでその状況を常に変化させるであろう。しかしながらいったん基本的なデーターの一定性の仮
定が取り除かれ、データーが変化したり、それがしばしば予期せず変化したりするといった事実
が斟酌されるならば、将来の価格変化に関する期待は一般的に正しい方向へ向かうと想定する理
由はもはや存在しないだろう。そのとき現実世界における不安定性は、「誤った」予想の結果とし
て現れる」（K1934a, 33, 下線は著者による）。これは、信用拡大に伴うブーム期に生ずる企業家
や経営者による生産諸部門への資源の「誤った」配分が露呈されるやいなや、ブームは終わる、
というロビンズの議論と同じであろう。したがってこの時点でのカルドアは、ロビンズと同じよう
に、現実の不安定性の描写が主観主義と強く関連することを意識している。
　それではカルドアは政策レベルではどのように議論していたのか。1932年の「オーストリアの
経済状況」（K1932）を見よう。当時、オーストリア＝ハンガリー帝国が崩壊した結果、ドナウ流
域の諸国は、経済的困窮に苦しんでおり、為替の規制をして、保護貿易を展開していたが、カル
ドアはこうした保護貿易に対して強く反対し、自由貿易を主張した31）。さらに1933年にカルドア
が『ニュー・ステイツマン・アンド・ネイションズ』に寄せた手紙を見よう。当時のケインズは、
国際的な分業の利益は19世紀以降減少しており、もはや政治的不利益よりまさることはないと考
え、保護主義を強めていた。しかしカルドアは、そのようなケインズの主張に対して、現代の産業
の発展は分業と自由貿易の利益にあると主張した（K1933）32）。したがってカルドアは政策レベル
についてもロビンズの議論と一致する。
　このようにこの時点におけるカルドアは、ロビンズと同じ体系に属していた。しかしカルドアは、
1934年に書かれた「企業の均衡」（K1934）において、そうした貨幣的過剰投資説による、理論
と政策の整合性を失わせるような一文を、最後に付け加えている。カルドアは次のように言う。「通
貨制度による不安定性、いくらかの諸価格の硬直性、そして国際貿易条件の不確実性と比較され
るならば、『調整能力』としての要素が奇行することによって引き起こされる不安定性は、取るに
足らないものであろうことには違いない」（K1934b, 50）。このカルドアの記述は何を意味するの
であろうか。もしここでロビンズの経済理論を正確に記述するならば、個別企業の「調整能力」
の奇行は経済社会の不安定性と関係する、と書けるはずである。しかしここでのカルドアは、経
済現象における不安定性は、そうした個別企業の経済活動によるのではなく、通貨制度や価格の
硬直性、そして貿易条件の不確実性に求められることを示唆している。これは、ロビンズの主観
主義に対するある種の限界を書き留めている。しかしこの論文でカルドアはそれ以上の点につい
て議論していないため、カルドアの否定的見解について見ることはできない。そこで、カルドアが
帰国してから書かれた「独占的競争と不完全競争に関するチェンバレン教授の見解」（K1938）を
見るならば、明らかにカルドアの企業の理論に対する考え方の変化が現れる。というのもカルドア
は、留学まえには「市場の不完全性と過剰能力」（Ｋ1935）において、参入の自由を擁護していた
ものの、帰国後に書かれたその論文では、市場には「制度的独占」が存在するから、自由参入と
製品差別化は非両立である、との見方を強め、ある種の寡占的な市場構造の見方を示唆したから
である（K1938, 87-91）。
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　このようなカルドアの企業の理論に対する見方の変化と共に、彼の政策レベルにおいても変化
が生じる。1934年にカルドアは「賃金の補助金」について関心を持ち、渡米してから「失業対策
としての賃金補助金」（K1936）という論文を計量経済学会で報告する。この論文でカルドアが述
べたことは、次の通りである。すなわち、失業には、「部分的失業」と「一般的失業」がある。「部
分的失業」は、市場の自動調整メカニズムで改善されるが、「一般的失業」は、国家や当局の介入
が必要である。したがって「一般的失業」を改善する必要があるが、そのためには、労働の限界
生産力を増大するか、もしくは労務費を減少させなければならない。それらの方法を示せば以下
である。労働の限界生産力を増大する方法は、国家の雇用、財に対する関税あるいは補助金、そ
して投資を増加させる金融政策である。労務費を減少させる方法は、賃金の減少か賃金への補助
金である。そうした様々な政策の中でも、賃金への補助金が最も優れている（ibid.）。
　ロビンズが、失業の自動的な回復を信じて、貨幣賃金のカットを認めており、決して政府の介
入を認めない立場にいたことを見るならば、このようなカルドアの政策的主張はロビンズのレッセ・
フェールとは全く相容れないだろう。したがって私たちは、この時点においてロビンズとカルドア
に政策的な相違が生じていたことをみることができる。

5－2　「効用の個人間比較」と「客観主義」
　カルドアのロビンズ理論に対する反省過程を探る中で、考察すべきもう一つの題材は、効用の
個人間比較（Interpersonal Comparison of Utility, 以下ICUと略す）における科学的不可能性に
関する両者の理論的背景である。1939年に発表された「効用の個人間比較と厚生経済学的基礎」

（K1939）において、カルドアは、「補償原理」の考え方を用いて、厚生経済学の生産に関する部
分についての政策勧告は可能であるものの、所得分配に関する部分についてのそれは不可能であ
る、と述べた33）。したがって、ロビンズの厚生経済学批判が所得の分配問題にあったことを考え
るならば34）、ロビンズのカルドアへの理論上の影響をはっきりと見ることができる。その意味から
するならば、カルドアは、ロビンズの批判に応えて、新厚生経済学を開拓した（cf. 熊谷 1978）。
しかし、もしロビンズとカルドアのICUに関する表面上の議論ではなく、両者の理論に隠された
社会的見方にまで突き進んでみるならば、〈ロビンズ対カルドア〉という構図を描くことができる。
というのも、前節でも見てきたようにロビンズが徹頭徹尾レッセ・フェールであったにも関わらず、
カルドアは「補償テスト」というある種の「客観」的な政策基準を設けたからである。さらにこの
時期のカルドアは、ケインズ経済学の摂取に努めてロビンズとの間に深い溝が生じていたことから
見ても、カルドアがロビンズの議論に対するある種の批判を持っていた。カルドアがICUの科学
的不可能性を認めながらも「補償テスト」という考え方を設けた意図について以下で論じる。
　ロビンズがピグーの厚生経済学を批判したのは、「功利の原理」が「現存諸制度が適当かどうか、
他の制度でこれに代えるのが望ましいかどうかについて、一般的評価を行うことにあった」（R1952, 
158）にもかかわらず35）、いつのまにか貨幣量で測られる「一般的効用」ばかりによって社会的富
を測定するということで議論されるようになったことによる――「イギリス経済学と功利主義とが
歴史的に連合した結果の偶然の沈殿物」（R1935, 141: 訳212）。「功利の原理が諸制度に永続的価
値の要素はないという意味になるとか、直接的快楽・苦痛の微積分学を出てない道徳原理の意味
になると解釈するのは間違いだろう」（R1952, 訳155）。したがってロビンズは、政治的実践にお
いて貨幣の計算や測定によって厚生を求めるピグー流の経済学に対して、ICUの科学的不可能性
を否定することで、その形式的な政策処方に反省を促し、それに代わるものとして、政治学、哲学、
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倫理学と言った諸分野を含む「政治経済学」36）を主張した（木村 2004a, 2009a, 2009b）37）。
　「穀物法の撤廃」を例に取り、ロビンズの考え方を示せば以下の通りである。すなわち、消費者
をＣとし、地主をＬとしよう。「穀物法の撤廃」によって得られる社会的富は、貨幣量で測られる
一般的効用によって、Ｃ＋Ｌという社会的富を測定することができる。そこから経済政策を考える
のがピグー流の厚生経済学であろう。しかし「平等な満足享受能力の仮定」（R1938, 201）とい
った規範的で非科学的要素を、貨幣量の計算や測定ばかりに求めることは、意味のないことである。
もし関税撤廃の効果を客観的に分析するならば、消費者が儲かり、地主が損をすることが示され
るだけであろう。「自由貿易が社会的な富をもたらす→自由貿易は有利である」と伝統的な政治経
済学で説明される場合、貨幣量の計算や測定というよりはむしろ、倫理や政治に関する統治の科
学にも求められたはずである。したがってピグー流の議論ではナンセンスであり、古典派経済学
の経済政策理論に見習わなければならない。総じて、ロビンズがICUの科学的な不可能性を唱え
た理由の背景には、政治的実践の上においては、イギリスの伝統的な政治経済学へ回帰を促すこ
とにあった。その意味で、ロビンズのICUの科学的不可能性は、彼のレッセ・フェールの理想に
支えられている（木村 2004a, 松嶋1993）。
　それではカルドアはどのようにしてICU論を回避して新厚生経済学の道を開拓したのだろうか。
カルドアは、ロビンズと同じように「穀物法の撤廃」を取りあげ、次のように説明した。すなわち
穀物法が撤廃されたら、穀物の価格が下落することで、これまでの貨幣所得は、実質所得で考え
るならば、従来よりも大きくなるはずである。しかしそれは、所得の分配を変化させ、地主の所得
は従来よりも減り、他の生産者の所得は高まるであろう。全ての貨幣所得は変化しないと仮定で
きるから、地主の所得が減るならば、他の生産者の所得はその分増加する必要がある。というのも、
一部の人々が損失を被る一方で、ある人々が利益を得ることは、所得分配の変化を伴うからである。
しかしこうした所得分配の変化に関する限りにおいて、政府は、適切な手段によって、従来通り
の所得分配を維持することが可能である。例えば、所得の増加した人々に特別税を課し、その収
入によって所得の減少した地主に補償を与えることができる。そうすれば所得受領者の資格を持
つ人々は、従来通りの地位を維持し、消費者としての資格を持つ人々は、各人が従来よりも有利
となるはずである。それゆえ、どのような場合においても、ある政策が物的生産力の増加を導き、
社会全体の実質所得が増大できることが明らかであるならば、ICUの問題を回避しつつ、政府に
よる政策介入の正当性を主張できる、と（K1939）38）。
　このようにカルドアの議論を見るならば、それは、経済政策の効果を「分配効果」と「生産効果」
の二つ分け、「分配効果」を相殺するように概念的工夫を行うことで、ICUの必要性を回避して、「生
産効果」の有無によってその政策の可否を「客観」的に決定する道を開いた39）。ここで注意した
いのが、カルドアの「客観主義」である。ロビンズの議論は、自由貿易が有利であるという議論
のうちに、ある種の規範的価値や非科学的な要素をもち、それらはレッセ・フェールを理想的社
会とする古典派の政策論へ求められた。しかしカルドアの議論によれば、現実問題としての社会
全体の実質所得の増大が認められるならば、一時的な保護貿易や公共投資は認められる。ここに、
自由主義への理想を求めるロビンズと、客観的に認められた法則に依拠して現実の世界を直視し
たカルドアが存在する40）。
　こうした両者の姿勢の相違を見るならば、ロビンズが自由社会という理想を描いた上でのICU
の議論であったことに対して、カルドアは現実的に所得効果が上がれば客観的に政策の介入が可
能であると言う意味でのICUの議論であった、と対比的に理解できる。もっといえば、カルドア
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がロビンズのレッセ・フェールに対してある種の批判な姿勢を打ち出しているさえ見ることができ
る。もはやこの時点での〈ロビンズ対カルドア〉という構図は、明らかである。

６．おわりに

　本稿の執筆に当たって描いた図式は、ロビンズとカルドアの経済理論と企業の理論をめぐって、
カルドアがロビンズから離れていく過程を追うことで、主観主義的な経済理論の意義と限界を問
うことにあった。ロビンズにおいては、彼の理論そのものが抽象的であるにせよ、それは、イギリ
スの伝統的な自由主義経済政策に基づいた近代の合理的経済の歴史的個性を表現しているもので
あった。他方で、カルドアは、ロビンズやハイエクの議論に強く影響をうけながらも、それらの議
論が当時の不安定な経済現象を表すことに限界を持つという点が明らかになるにつれて、ケイン
ズの理論に関心をもったり、ある種の政策介入を認める議論を探ったりした。このことを重視する
ならば、カルドアにとっての経済理論は現実の経済現象と強く接近していることが重要であり、こ
れが、ケンブリッジの経済学者たちの議論に強く引き寄せられていく理由であった（木村2009a, 
2009b）。したがって、カルドアによるロビンズの経済学に対する反省をみるならば、それは、ロ
ビンズの理論が自由主義的な経済社会を抽象的に表現しているとはいえ、そのような経済理論を
展開しても現実世界とは程遠い位置にあったということであろう。それは裏を返せば、ロビンズが
不安定な経済的現実を目の前にしても一貫してレッセ・フェールを主張していることに対して、カ
ルドアがそうしたロビンズのレッセ・フェールにある種の疑問をもったといってもよいだろう。し
かしながら、ロビンズが描こうとしたミクロ的な経済理論や企業の理論も、変わりゆく経済社会全
体の危機の反映であったはずである。ロビンズが一貫してレッセ・フェールを主張していたのは、
自由な社会の理念が現代において危機に陥っているという認識の現れであったと考えることがで
きる。その意味で、カルドアがロビンズの経済学から離れていく過程は、（やや誇張表現かもしれ
ないが）1930年代という激動の時代を描写した二つの形態であったとさえいえるだろう。

注
※本稿は、科学研究費補助金「ニコラス・カルドアの経済思想――社会民主主義のヴィジョン」（若手研究

Ｂ：23730205）の助成を受けている。本稿の内容の一部は、著者がこれまでHES、ESHET、経済学史
学会、進化経済学会、研究会で報告したロビンズとカルドアそれぞれに関する報告原稿や一橋大学社会
科学古典資料センターで所収をしたディスカッション・ペーパーに依拠している（紙幅の都合上、タイ
トル等は省略する）。コメントを下さった研究者方々に感謝する。

１） ロビンズの著作はR, カルドアの著作はＫと略記する。『本質』の初版と第二版の相違は、本稿の議論
とは関連しないので、第二版を用いることとし、引用箇所は必ずしも邦訳に従っていない。なお本稿は、
カルドアのハイエク理論（木村 2006）やケインズ経済学がカルドアに与えた影響（木村 2014）につ
いては考察外とする。

２） もちろんカルドアにとってハイエクも重要な人物である。カルドアは、「資本理論」においても、最初
はその理論に好意的であるにも関わらず、徐々に批判的なスタンスを取る。カルドアは、ハイエクの「貯
蓄のパラドックス」の翻訳の途中で、ハイエク理論の誤りに気づき、さらにミュルダールの『貨幣的
均衡』を手にしたときから、オーストリア学派の景気循環論を誤りだと考えるようになった（K1986, 
17; 木村 2006）。

３） カルドアは1985年における日本での座談会（出席者は、カルドア、宇沢弘文氏、都留重人氏）で次
のように述べている。「そのころには、ご存じのように、ケインズの名は、アメリカでも知れわたって



‒ 128 ‒

いました。当時は難しいことだったのですが、私はケインズの熱烈な信奉者として行動したのです。
ロビンズが私の部屋にやってきて、こう言ったものです。『ニッキー（ニコラスの愛称）、われわれは、
大学課程の学生に、いま論争の的になっている書物を与えたり、それに関する学習を奨励すべきじゃ
ないと決めましたよ。この事を君に知らせておきたくてね。特に、ケインズの『一般理論』の学習は
大学院生にかぎらなくっちゃ駄目だね。大学課程の学生にはとても理解できまいから、君もケインズ
を教えちゃいけないよ』……ロビンズは当時の学部長でした。私は、彼の言葉に注意深く耳を傾けた
うえで、彼との議論を避ける道を選びました。良くわかったと彼に告げましたが、彼の言葉を私は無
視したのです。私は『一般理論』を教え続けました」（座談会 1985, 117-8）。

４） ロビンズとカルドアについて、〈ロビンズ対カルドア〉という、両者を対比するという試みは、根井
（1989）を除き、これまでほとんど見られなかった。Targetti（1992）やThirlwall（1987）は、LSE
時代のロビンズとカルドアについて詳細に述べられてはいるものの、それはロビンズとカルドアの対
比研究というものではない。またO’Brien（1988）も、ロビンズとカルドアとの関係についてはほと
んど触れられていない。

５） ロビンズは、「比較静学」と「動学的変化の理論」について次のように述べる。「まず第一に、与件の
僅少な変化を仮定し、均衡状態を比較することができる。このようにして我々は、租税の賦課、技術
的方法の変化の発見、嗜好の変化等を仮定し、そして、一つの均衡状態がいかなる点においていま一
つの均衡状態と相違しているか、をつきとめようと努めることができるのである。いわゆる古典派の
分析は、最終均衡状態の完全な記述としては不十分なものであるけれども、この種の相違については、
きわめて多種多様な有益な比較を与えている。我々の理論のこの部分は往々比較静学の理論と呼ばれ
てきた。しかし我々はこれをこえて進むことが出来る。我々はたんに、一定の変化を仮定して二つの
最終均衡状態を比較できるばかりではなく、不均衡の状態が与えられたとき、システムの種々の部分
の実際にたどる通路を追跡しようと努めることができる。もちろん、これがマーシャルの「期間」分
析の意味である。貨幣および銀行の理論において最も重要なものの多くもまたこの範疇にはいる。そ
してこれらすべてのことをなすに当たって我々は、最終の均衡が必然的であるという仮定を全くしな
いのである。我々は、ある限られた連関点に関して均衡回復を助長するある種の傾向が、システムの
種々の部分に働いていると仮定する。けれども我々は、これらの傾向の合成効果が必然的に均衡をも
たらすであろうとは仮定しない。均衡への総傾向を全くもたず、むしろ累積的振動への傾向をもつよ
うな最初の与件配置を容易に考えることができる」（R1935,101-2: 訳154-5）。

６） ラヴォアによれば計算論争におけるロビンズの議論は次の通りである。「ロビンズは生産計画の経済費
用の複雑な決定が人間知性の能力を超え、かくして利潤／損失計算の助けを要求することを論じた後、
あきらかに競争的解決――計画当局が『費用及び価格のそのような分権的計算』に依存する可能性
――を考える」（Lavoie 1985, 158: 訳184）。

７） コースによれば、ロビンズやハイエクといったLSEの経済学者達がナイトの「経済組織」に対する見
方を正しく理解していたのかどうかについて大いに疑問であるとしながらも、ロビンズはナイトの『危
険・利潤及び不確実性』（Knight 1921）の議論に強く影響を受け、危険と不確実性の区別や二部の「完
全競争」の議論に関心があったと述べている（Coase 1988a, 20）。ナイトは、不確実性に対処する企
業家の能力として、「将来の事態の推移について適切な判断を形成する能力」、「将来生起すると思わ
れる事態に対応するため、それに必要な手段を判断したり、手順や適応法を計画する能力」、そして「そ
の計画を実行する能力」をあげている。このようなコースの証言とナイトの議論を見るならば、この
ロビンズの文脈が、不確実性に上手に対処する能力としての選択を意味すると考えて良いだろう。

８） ロビンズの経済学が「均衡」を重視していることは明らかである。というのも、『本質』の第四章第七
節「静学と動学」において、ロビンズは静学と動学についての検討を展開するものの、動学理論を説
明するために静学理論を研究するべきであるとし、第五章第七節「経済発展理論の可能性」において
変化の過程を研究することは控えなければならない、と述べたからである。「我々に変化の過程――そ
れは明らかに偶然性・説得・盲目的な力という異質的な諸要素に依存する――を予言する力が実際に
あるかどうかということについては、もし我々が謙虚であるならば自らの要求において控えめである
だろう」（R1935,135: 訳203）。
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９） 『エコノミック・ジャーナル』が1930年にロバートソン、スラッファ、ショーブの参加を求めて、「収
穫逓増と代表的企業」を巡ってシンポジウムを行った。こうしたことからもロビンズの「代表的企業」
批判の貢献の重要性が理解できるだろう。

10） ブキャナンは、ロビンズの1934年の論文（R1934a）を取りあげて「ロビンズは、後にロンドン学派
と呼ばれるようになった機会費用の概念に対して、その基礎を与えた」（Buchanan 1969,19: 訳27）
とし、高い評価を与えている。

11） マーシャルは次のように言う。「われわれの代表的企業は、かなり長い生命を持ち、かなりの成功を収
め、正常な才能をもって運営され、生産される財の種類とそれらを販売する条件と一般的な環境を考
慮したうえで、生産の当該の総計量に属する外部ならびに内部経済を正常に達成できる企業でなけれ
ばならない」（Marshall 1920, 317: 訳265）。

12） ロビンズはマーシャルの時間概念を次のように批判している。「長期と短期の効果に関する議論に対し
て様々な分類を行うことは、経済プロセスの持つ本質的に継続的な性質を隠しがちである。この意味
で短期と長期の理論はさまざまなプロセスを説明しない」「期間の長さは、技術的な障碍の程度につ
いての関数ばかりでなく、生産者によって抱かれる期待についての関数でなければならない」（R1934a, 
148）。このような批判姿勢を見ても、ロビンズは主体的・能動的な個別企業かつ一般均衡理論の枠組
みから、議論を展開していたことが理解できる。

13） ロビンズが示す生産における不可分性の例を示しておこう。「何らかの単純な生産物を産出する独立
した生産者達の中で、マーケティングに関して、特別な能力を持つ１人の生産者がいたとしよう。彼
は経営者としては他の生産者より優れているにもかかわらず、なんらかの単純な生産物を作る生産者
としては他者と同じ能力である。しかしマーケティングを行うためのある最低の量に達しなければ、
経営者としての彼の能力は満足に利用されない。それゆえ、需要がその点に到達するまで、彼は、残
りの人たちと同じように、単に同質的で区別されない労働単位としての供給者として、その体系に現
れる。競争的状況は安定している。しかしその限界点を越えるならば、彼は新しい役割を担う。そこ
では彼は、もう一つ別の生産要素である――それゆえ彼は均衡方程式には現れていない」（R1934 a, 
145）

14） ロビンズは次のように述べた。「明らかに迂回生産の利益は、本質的にはこうした労働の垂直的分業
の利益である。言い換えるならば、迂回生産の利益は、いまだ拡張されていない体系の中での技術的
な不可分性によって排除された生産の潜在的手法を、進歩的に開拓することで存在する、ということ
である」（R1934a, 145）。

15） ロビンズはこれ以後、このような議論をさらに深めたわけではなかった。ブキャナンは、次のように
指摘する。「残念ながら、これらの大いに啓発的な意見を議論の中で散発させておいた後で、ロビン
ズはほぼ同時に、その潜在的な衝撃を自らすすんで不明瞭にしてしまった」（Buchanan 1969,20: 訳
28）。

16） ここで言うカルドアの「経験」とは、選択行為・環境条件に関する知識を示すだけで、技術的な意味
での知識は含まない。「経験という言葉は、単に、クルーソー自身の嗜好と障碍に関する知識、及び
環境条件の知識に関連するのみである。それは、彼が様々な事物を手に入れることができる場合にお
ける、技術的な意味での変化を示す知識の蓄積は、全て排除される」（K1934a, 19）。

17） カルドアは、エッジワースやワルラスが主体間の相互作用に基づく主観を仮定せずに、完全情報や完
全予見に基づいた合理的経済人を仮定していることを批判している。というのも、現実の市場取引に
おいては、その試行錯誤の過程もしくはそれ以前において、個人間における交渉や契約の不履行がな
されるからである。「エッジワースの分析はいささか曖昧なものであり、ワルラスの仮定はいささか馬
鹿馬鹿しいものである。それに対する私の主な考えは次の通りである。すなわち、完全市場において
は（均衡を決定するのに十分な市場において）、価格が設定されるのは試行錯誤によってではない。
こうした市場では、最初のうちは任意の値切りや交渉がある限り、現金ではなくチップで（最終的も
しくは取り消すことの出来ない契約ではなく、暫定的な契約のみを行うことによって）なされるはず
である。したがって、価格の形成は交換過程に先行しており、試行錯誤の結果ではない）（K1934a, 
20）。
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18） カルドアは、「『限界代替率逓減』の法則は、効用関数と生産関数ともに適応できるので、心理学的無
差別曲線は終始下に凸で、生産の無差別曲線は終始下に凹であろう。これらの条件では、ロビンソン・
クルーソーにとっては唯一の均衡点が存在しうる」と述べている。このことからもわかるように、現
代のミクロ経済学の用語に当てはめるならば、心理学的無差別曲線＝無差別曲線、生産の無差別曲線
＝生産可能性曲線、である。なおここで私は「逓減」と訳したが、原文は「逓増」である。ここでの
訳出はすべて現代の用語法に準じる。「価値論の再考」（Hicks-Allen 1934）が書かれた当時は、ヒッ
クスやカルドアは、現代ミクロ経済学で言う限界代替率の「逓減」を、逆の方向から見て「逓減」と
捉えた。

19） それらは限界代替率が逓増することから得られたものであるから、その均衡点は、極大効用ではなく
て極小効用の点であるにすぎない。

20） カルドアのヤングの講義録を見るならば、ヤングは、生産可能性曲線が原点に対して凹となるケース
と凸となるケースを示し、凸となる場合は収穫逓増となることを講義していたからである（K1990, 
33, 木村2011）。

21） もちろんここでのカルドアは、ヒックスやアレンと違って、ワルラスやパレートに影響を受けた数理
上の精密な議論をしていない。カルドアが数学を利用しなかったのは、彼が数学を不得手としていた
ことにもよるかもしれないが、主体的・能動的な経済人を重要視していたゆえであったと解する方が
適切かも知れない。オーストリア学派の議論が主体的・能動的な経済人を考えていたことを見るなら
ば、この時点でのカルドアがオーストリア学派の議論に強く影響を受けていたと理解できる。

22） カルドアの企業の理論について、その内容の深さは計り知れない。というのもそれは、マーシャルの
長期費用曲線からロビンソンの不完全競争、チェンバレンの独占的競争までの、1930年代の主要な
企業の理論にすべて関係しているからである（木村、2004b)。

23） カルドアは次のように指摘している。「完全な長期均衡（マーシャルの定常状態）では、マネジメント
の仕事は純粋に監督管理に還元され、調整能力は自由財となり、個別企業の技術的な最適規模は無限
大に（または不確定に）なる」（ibid., 45）。カルドアの議論は、オースティン・ロビンソン（Robinson, 
A 1934）やコース（Coase 1937）から批判される。

24） 「主観的需要曲線」が弾力的かつ不連続的であるという点を重視するならば、この時点でのカルドアが、
なんらかのゲーム論的状況もしくは寡占論的な状況を思案していた。これはスウィージーの「屈折需
要曲線」とほぼ同じ議論である（Sweezy 1939, 568）。

25） カルドアは、回想で次のように述べる。「この論争への私の主な貢献は、『エコノミカ』（1935年２月号）
における『市場の不完全性と過剰能力』という論文であった。その目的は、いかなる産業もしくは経
済セクターへの『参入の自由（free and unimpeded entry）』の意味における自由競争が、もし一定
の費用の法則が微少のものから無制限に大きなものまで全ての産出に適用されるならば、均衡理論に
よって仮定される『完全競争』の状態に導かれるのみであろう、ということを論証することであった。
これが仮定できなければ、参入の自由の効果は、平均的な企業の産出が競争の結果減少するので、必
然的に、『企業』の増加が一単位あたりの費用の上昇によって停止させられる状況に結びつくであろう。
それゆえ、典型的な企業は余りにも小さな規模で稼働するであろう――それは企業の費用がまかなわ
れる最小規模付近で（いわゆる損益分岐点で）あり、一般均衡理論によって仮定されている最適規模
ではない」（K1986, 18-9）。

26） カルドアは、数理経済学者の議論をあげ、参入の自由と製品差別化の両立性について次のように擁護
した。「数理経済学者達は、完全競争を出発点と考えるが、結局そんなに馬鹿げたことではない。と
いうのも彼らは、すべてのものに完全可分性を仮定するからである。そしてあらゆるものが完全に可
分であれば、そして結果として規模の経済が全く存在しなければ、完全競争はそれ自身単に経済諸力
の自由な活動の結果として設定される必要があろう。製品差別化の程度さらに製品の多様性は、あら
ゆる種類の制度的独占とあらゆる種類の不可分性がまったく存在しない限り、この結果を十分に妨げ
ないだろう」（K1935, 71）。

27） カルドアは、「均衡」を重視したロビンズとは違って、静学よりも動学の議論を重視し、「調整能力」
の不確定性、「主観的需要曲線」といった主観的要素を強く押し出していたことを考慮するならば、カ
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ルドアは、現実により近い要素を取り入れる姿勢をもち、「不均衡経済学」に繋がるような考え方を、
もともと内在していた。

28） カルドアは次のように述べている。「私は、ロビンズやハイエクの弟子として出発しました。青年時代
には、ハイエクの初期の著作のひとつを翻訳したこともあります。展望的な著作だったものですから、
私の翻訳はそんなに悪いものではありませんでしたよ。しかし、私は突然、いや、正確に言えばおそ
らく次第にですね、オーストリア学派の新古典派経済学のすべてが全体として、あまり優れたもので
ない、と悟るようになったのです。その種類の抽象的仮定のすべてが、抽象概念を得るためではなしに、
一時的接近を得るという目的には役立たないことに気付いたのですね。どのような類の抽象概念を使
うのか、換言すれば、第一次接近を試みる際、どういった物事を考慮の対象から排除するかは、非常
に重要なことです。そこの所でうまく行けば、第二次接近を追求する運びとなります。新古典派経済
学は、第一次接近に関して、全く間違った観点に立っていると確信するに至ったのです」（座談会, 
1985, 116）。

29） ここでは従来のカルドア研究文献ですでに指摘されている事柄について、特にその典拠をことわらな
い。

30） ここでいう「レッセ・フェール」とは、ロビンズの経済理論や政策勧告全般を指す。ロビンズは、政
府は赤字財政の状況であっても国内産業の活性化の為には公共投資政策を行い、他方で外国収支を改
善するために保護貿易を推進するといった計画的な総需要管理政策に以下の点から警鐘を鳴らした。
ａ）同盟と独占への反対、ｂ）対外融資の制限への反対、ｃ）公共政策への反対、ｄ）賃金への補助
金への反対、ｅ）関税への反対、ｆ）物価統制、リフレ政策への反対（R1931; 1932c, 1934b; 木村 
2009b）。

31） カルドアは次のように述べた。「内国取引される財の価格が上昇するのは、盛況な経営活動や国内需
要の分配の特殊な変化ではなく、主として、労働組合、国家、公共企業によってなされる抵抗されな
い要求、もしくは政府の関税政策や銀行の金融政策によって生み出される生産費の上昇の結果である」

（K1932, 25）。「オーストリアにおいてさえ、資本消費は銀行を介する資金運用に制約されてきたわけ
ではない。当局や国家によってもたらされた投資もまた、これらの重要性は相対的に意義深いもので
あろうが、それらが間違った種の資本財の創造へと導くかぎり、資本消費の一つの形態を表す」（K1932, 
34）。

32） カルドアの自由貿易論は、アリン・ヤングの収穫逓増論に依拠している（Targetti 1992, 28）。
33） ロビンズやカルドアの考え方を整理し、ピグーのICUの可能性から導かれる個人の効用の社会的総和

としての「経済的厚生」概念を、「パレート改善」「最適概念」に置きかえることで、新しい分析的枠
組みを提供したのは、ヒックスの「厚生経済学の基礎」（Hicks 1939）であろう（cf. 熊谷 1978）。

34） ロビンズの経済理論において「厚生」と関わる重要な貢献は、ICUにおける科学的不可能性に関する
議論である。ピグーが創始した厚生経済学では、人々が経済政策から受ける「厚生」（私たちはそれ
を「効用」と書き換えても良いだろう）は、基数的な可測性をもつばかりでなく個人間でも比較可能
であると仮定され、個人の効用の社会的総和が代替的な経済政策の優劣を判定する基準であるとされ
た。しかしロビンズは、ピグーの厚生経済学を支える認識論的基礎の非科学性を糾弾し、その信頼性
を失墜させることで、序数的効用理論に基礎を据えた新厚生経済学の扉を開いた（木村 2004a）。

35） 「功利主義」の意味は多義的である（木村 2004a）。
36） 『経済計画と国際秩序』においてロビンズは「政治経済学」を次のように定義した。「政治経済学は分

析的経済学の技術的装置に依存している。しかしこの装置を応用して、諸目的実現のための諸案を吟
味することに使う。こうした形成は経済学の外側にある。政治経済学は政治的実践の可能性に訴えか
けることも――もしその訴えが適切なようであれば――躊躇しない」（Robbins 1937, vii-viii）。

37） ロビンズは自らの立場を「暫定的功利主義」である（R1938, 199）と述べた。その内容は、個人的福
祉が道徳的行為の目的であることを認め、各人は１人として評価され、それ以上のものとしては評価
されない、という点を認めるが、社会的行為の目標として、貨幣計算による一般的効用を極大化する
ことは認められない（木村 2004a）。

38） カルドアは次のように述べている。「ある政策が物理的生産性の増大、したがって実質総所得の増大
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をもたらすようなすべての場合において、その政策を勧告する経済学者の主張は、個人の満足の個人
間比較の可能性によって影響を受けることは全くない。なぜなら、そのようなすべての場合においては、
以前よりも、いかなる人の生活状態も悪化させることなく、すべての人の、あるいは少なくとも何人
かの人々の生活状態を改善することが可能だからである。ある政策の採用の結果として、その社会の
誰も損失を受けそうにないことを、経済学者が証明する必要は全くないのだ。――実際、それを証明
することは、経済学者には決して出来なかった。経済学者が自らの主張を確立するためには、結果と
して損失を受けるもののすべてが、たとえその損失を完全に補償されても、なおその社会の残りのも
のが以前よりも生活状態が改善されるであろうと言うことを示しさえすれば十分なのである」（Ｋ
1939, 144-5）。

39） この議論について、熊谷（1978）pp.29-43を参照のこと。なおカルドアは次のように述べている。「こ
の分野において、経済学者がなしうること、そしてなすべきことのすべては、所得分配の望ましいパ
ターンを所与として、どれが最大の総満足をもたらすのに最も適した方法なのかを示すことである」

（K1939, 146）。
40） この問題と併せて、この時点でのカルドアがケインズの『一般理論』の影響を受けていることを考え

てみるならば、興味深い。というのも『一般理論』において提示された投資と貯蓄による国民所得決
定理論は、人々の行動がどのようなものであっても――ロビンズの考えていた主観主義――、社会全
体の所得と投資の間には常に乗数関係が成立するという客観的な経済法則を示したからである（木村 
2014）。
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Robbins and Kaldor on economic theory and 
the theory of the firm
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Abstract
The purpose of this paper is to clarify the relationship between Robbins and Kaldor on eco-

nomic theory and the theory of the firm. Robbins researched not only economic theory such as An 
Essay on the Nature and Significance of Economic Science but also the theory of the firm such as 
Representative Firm. On the other hand, Kaldor accepted Robbins’ economic theories and he re-
searched not only the determinateness of static equilibrium and the cobweb theory but also the 
theory of the firm such as The Equilibrium of the Firm or Market Imperfection and Excess Capac-
ity. Kaldor was getting away from Robbins on the point of the marginal economics. This paper 
deals with Robbins’ and Kaldor’s common ideas, and it examines some reasons why Kaldor was 
stepping away from Robbins.
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